※この用紙は農地法第3条の規定による許可申請書に添付してください。

農 地 権 利 取 得 に あ た っ て の 確 認 書
１　譲渡人及び譲受人
	
	住　　　所
	氏　　名
	年齢
	職業
	※地域計画地区名

	譲受人
	
	
	
	
	

	譲渡人
	
	
	
	
	


　　　※地域計画地区名の記載については農業委員会事務局へ相談してください。
２　取得を申請する土地の所在
	土地の所在
	登記簿
	現況
	地積
	※地域計画地区名

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



３　農地の利用計画
（例：自家用野菜 など）　　　





４　農地法第3条2項の判断基準について　（農地法関係事務に係る処理基準より抜粋）
	項目
	規定（許可できない場合）
	農業委員会判断基準

	全部効率利用（1号）

チェック

	本人または世帯員等が、権利取得後に利用すべき全ての農地等を効率的に利用して耕作しない場合

※取得について家族等へ
説明しましたか
　□　説明済みは☑
	〇判断の対象農地等は、
「現在の権利取得地（借地を含む）」+「申請地」
〇機械（所有、リースを含む）、労働力（雇用者含む）
技術（雇用者や委託先を含む）が十分に確保されて
いるか。
〇農地の一部のみで耕作を行う場合や近傍の利用上の
条件が類似している農地の生産性と比較して著しく
劣ると認められる場合には、農地の全てを効率的に
利用するとは認められない。

	常時従事
（4号）

チェック



	本人または世帯員等が、権利取得後に必要な農作業に常時従事しない場合従事日数

	〇「必要な農作業」とは、この地域の農業経営の実態
からみて、通常農業経営を行う者が自ら従事すると
認められる農作業をいう。
〇「常時従事」については、原則本人または世帯員等
の権利取得後の農作業従事日数が年間150日以上で
あれば認められる。（150日未満であってもこの農作業を行う必要がある限り農作業に従事していれば、
認めるのものとする）
（例）週３日×月４週×９カ月＝108日























裏面へおすすみください。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	項目
	規定（許可できない場合）
	農業委員会判断基準

	地域との調和（6号）
チェック


	地域の農地の集団化、農作業の効率化、その他周辺の地域における農地の効率的かつ総合的な利用に支障が生じる恐れがある場合 ※１
	〇許可後、現地状況を確認させていただきます。










※１ 地域の農地の集団化、農作業の効率化、その他周辺の地域における農地の効率的かつ総合的な
利用に支障が生じる恐れがある場合とは下記の場合をいいます。
　　　　　◆集落営農や経営体がまとまった農地（集団化している農地）を利用している地域で、その利用を
分断するような場合
　　　　　◆地域の農業者が協力して水田等の水管理をしている地域で、水利調整に参加しない場合
　　　　　◆無農薬、減農薬栽培が行われている地域で、農薬を使用する場合
　　　　　◆集落で一体となって生産する特定の品目の栽培に必要な共同防除等の営農活動に支障が生じる場合
　　　　　◆地域の実勢の借賃に比べて極端に高額な借賃で賃貸借契約が締結され、周辺の地域における農地の
一般的な借賃の著しい引上げをもたらすおそれのある場合
　　　　
◆地域計画の達成に支障が生ずるおそれがある場合
　　　　　　地域計画とは農業者や地域のみなさんの話し合いにより策定される地域の将来の農地利用の姿を明確
　　　　　　化した設計図です。おおむね10年を見据え、担い手を含め、農地所有者、地域のみなさんで話し合いをすすめます。特に今後、地域で営農又は生活していく後継者などの若い方や女性の参加が非常に
大切になります。

　　　　　その他確認事項
　　　　　　□土地改良区確認（賦課金・水利環境維持など）
土地改良区担当者より署名：　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　
上記の項目について確認しました。
令和　　年　　月　　日
（申請者）住　所
氏　名
　　　　　　　　　　　　　連絡先
　　　　　

　　　　　
＜農業委員会処理欄＞
　　　　　　◆地域担当農地利用最適化推進委員 確認日　　令和　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当推進委員署名：　　　　　　　　　　　　　　　　　

